
-1- 

地域密着型特別養護老人ホームふくろうの郷 

重 要 事 項 説 明 書 

ふくろうの郷は、介護保険の指定を受けています。 

地域密着型介護老人福祉施設(羅臼町指定第 01942000093 号) 

 

当事業所はご契約者に対してユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設のサービスを

提供します。事業所の概要や提供されるサービスの内容、契約上ご注意いただきたいこと

は次のとおり説明します。 

 

1. 事業者  

(1)法人名 社会福祉法人優秋会 

(2)法人所在地 北海道目梨郡羅臼町栄町 100 番 60 

(3)電話番号及び FAX 番号 電話： 0153-85-7120  FAX： 0153-85-7121 

(4)代表者氏名 理事長 鈴木日出男 

(5)設立年月日 平成 24 年 5 月 7 日 

(6)メールアドレス番号 qqxu5dv9k@bird.ocn.ne.jp 

(7)ホームページ https://rausu-fukurou.com 

 

 

2. 事業所の概要と説明 

(1)建物の構造  軽量鉄骨造合金メッキ銅版葺 3 階建  
(2)建物の延床面積  992.97 m2 
(3)施設の周辺環境 市街地に位置し役場、病院、消防署等の公共施設に隣接す

る定員 29 名の小規模な特別養護老人ホームです。家庭的な

雰囲気の中で快適な生活を送って頂けるよう日常生活のケ

アや健康面を中心に取り組んでいます。 

(4)事業所の種類 指定介護老人福祉施設 平成 24 年 5 月 7 日指定 

羅臼町 01942000093 号 

(5)事業所の目的 常時介護を必要とし、自宅での生活が困難な方の日常生活

上の介護や機能訓練等を施し、明るく健康で快適な生活が

過ごせるように介護いたします。 

(6)事業所の名称 地域密着型小規模特別養護老人ホーム「ふくろうの郷」 

(7)事業所の所在地 北海道目梨郡羅臼町栄町 100 番地 60 

(8)電話及び FAX 番号 電話： 0153-85-7120  FAX： 0153-85-7121 

(9)管理者氏名 施設長  米 井 宏 喜 

(10)事業の運営方針 入居者の個性を尊重し家庭的な温かみのある介護に心掛け

る。 

(11)サービス開始年月日  平成 24 年 5 月 11 日  
(12)事業所が行っている業務一覧(当事業所では、次の事業もあわせて実施しています。) 

☆第 2 種社会福祉事業 

 ●介護保険指定事業 

老人短期入所事業(ｼｮｰﾄｽﾃｲ)平成 24 年 5 月 7 日 北海道 0174200477 号(空所利用型) 
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3. 利用定員 

利用定員  29 名(短期入所 2 床を含む) 
 

 

4. 施設利用対象者 

(1)当施設に入所できるのは、原則として介護保険制度における要介護認定の結果、「要

介護」と認定された方が対象となります。また入所時において「要介護」の認定を受

けておられる入所者であっても、将来「要介護」認定者でなくなった場合には、退所

していただくことになります。 

(2)入所契約の締結前に、事業者から感染症等に関する健康診断を受け、その診断書の提

出をお願いする場合があります。このような場合には、契約者は、これにご協力下さ

るようお願いいたします。 

 

 

5. 契約締結からサービス提供までの流れ 

 ご利用者に対する具体的なサービス内容やサービス提供方針については、入所後作成す

る「施設サービス計画(ケアプラン)」で定めます。 

施設サービス計画の作成及びその変更は、次の通り行います。(契約書第 3 条参照) 

 

①介護の提供に係る計画等に関し経験のある、当施設の介護

支援専門員(ケアマネージャー)に施設サービス計画の原案

作成やそのために必要な調査等の業務を担当させます。 

  

 

②その担当者は施設サービス計画の原案について、ご契約者

及びその家族等に対して説明、同意を得たうえで決定しま

す。 

 

 

 

③施設サービス計画は原則として 6 か月に 1 回、もしくはご

契約者及びその家族等の要請に応じて、変更の必要がある

かどうかを確認し、変更の必要のある場合にはご契約者及

び家族等と協議して、施設サービス計画を変更します。 

  

④施設サービス計画が変更された場合には、ご契約者に対し

て書面を交付し、その内容を確認していただきます。 
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6. 居室の概要 

(1)居室の概要 

当施設では以下の居室・設備をご用意しています。 

居室・設備の種類  室 数  居室・設備の詳細  
個室(一人部屋) 29 室   11.956m2 ～  12.268m2 

合  計  29 室   352.028m2 
リビング  3 室   
機能訓練室  1 室   
浴 室  4 室  一般浴室：5.40m2 機械浴室：14.906m2 
医務室  1 室   4.14m2 

 

 

7. 職 員 の 配 置 状 況  

 当 施 設 で は 、ご利用者 に 対 し て 指 定 介 護 福 祉 施 設 サ ー ビ ス を 提 供 す る職員 と し

て 、 指 定基準を遵守し て以下の職員 を配置 し て い ま す 。  

<  主 な 職 員 の 配 置 状 況  >  

職   種  指  定  基  準  常勤換算 ※  

1.施 設 長 (管理 者 ) 

2.生活相談員  

3.介 護職員  

4.看護職員  

5.機能訓練指導員  

6.介 護支援専門員  

7.医師 (委託 ) 

1 名 

1 名 

 11 名以上 

1 名 

1 名(看護職員の兼務可) 

1 名 

1 名 

1 名 

  1 名 

 15.5 名 

 1.53 名 

0 名 

1 名 

必要数 

※ 常 勤 換 算 ： 職 員 そ れ ぞ れ の 週 当 た り の 勤 務 延 時 間 の 総 数 を 当 施 設 に お け る 常 勤 職 員 の 所  

定 労 働 時 間 数 (例 ： 週 40 時 間 )で 除 し た 数 で す 。  

(例 )週 8 時 間 勤 務 の 介 護 職 員 が 5 名 い る 場 合 、 常 勤 換 算 で は 1 名 (8 時 間 ×5

名 ÷40 時 間 ＝ 1 名 )と な り ま す 。  

 

<  主 な 職 種 の 勤 務 体 制  > 

職   種  勤  務  体  制  

1．管理 者 (施 設 長 ) 月曜日から金曜日  8： 30～ 17： 30 

2．生活相談員  月曜日から金曜日  8： 30～ 17： 30 

3．介 護支援専門員  月曜日から金曜日  8：30～ 17： 30(生活相談員が兼務 ) 

4．介 護職員  標準的 な時間帯に お け る最低配置 人 員  

 早  出   7： 00～ 16： 00 

日  勤   9： 30～ 18： 30 

遅  出  11： 00～ 20： 00 

夜  勤  20： 00～翌 9： 00 

5．看護職員  標準的 な時間帯に お け る最低人 員配置  8： 00～ 17： 00 

6．機能訓練指導員  (看護職員が兼務 ) 

7．医師  毎月  2 日間  

 ※土曜日・日曜日・祝祭日・年末年始は 上記と若干異な り ま す 。  
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< 配置職員の職種  > 

(1)生 活 相 談 員……ご利用者の日常生活上の相談に応じ、適宜生活支援を行います。 

(2)介 護 職  員……ご利用者の日常生活上の介護並びに健康保持のための相談助言

を行います。 

 (3)看  護 職  員……主にご利用者の健康管理や療養上の世話と日常生活上の介護等

も行います。 

 (4)機能訓練指導員……ご契約者の機能訓練を担当します。1 名の機能訓練指導員(看護

職員兼務)を配置しています。 

 (5)介護支援専門員……ご利用者に係る施設サービス計画 (ケアプラン )を作成します。 

1 名の介護支援専門員を配置しています。 

 (6)医     師……ご利用者に対して健康管理及び療養上の指導を行います。 

            ※協力医療機関との契約により、月 1 回の往診があります。 

 (7)栄  養  士……ご利用者の状態にあった食事の献立を作成します。(外部業者 

に委託) 

 

 

8. 当施設が提供するサービスと利用料金 

当施設では、ご契約者に対して以下のサービスを提供します。  
 

(1)利用料金が介護保険から給付される場合 

(2)利用料金の金額をご契約者に負担していただく場合 

 

(1)介護保険の給付の対象となるサービス(契約書第 4 条参照 ) 

以下のサービスについては、利用料金の大部分(通常 9 割)が介護保険から給付されます。 

< サービスの概要 > 

①食 事 

・当施設では、栄養士が立てる献立表により、栄養並びにご契約者の身体の状況及び嗜

好を考慮した食事を提供します。 

・ご利用者の自立支援のため離床して食堂にて食事をとっていただくことを原則として

います。 

  食事時間  朝食：7：30～  昼食：11：30～  夕食：16：30～ 

②入 浴 

・入浴または清拭は週 2 回以上行います。 

・寝たきりでも機械浴槽を使用して入浴することができます。 

③排 泄 

・排泄の自立を促すため、ご利用者の身体能力を最大限活用した援助を行います。 

・排泄に関する消耗品(オムツやパット等)は介護保険サービスの中でご用意いたします。 

④機能訓練 

・機能訓練指導員を中心に介護・看護職員により、ご利用者の心身等の状況に応じて、

日常生活を送るのに必要な機能の回復、またはその減退を防止するための訓練を実施
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します。 

⑤健康管理 

・医師や看護職員が、健康管理を行います。 

⑥その他自立への支援 

・寝たきり防止のため、できるかぎり離床に配慮します。 

・生活のリズムを考え、毎朝夕の着替えを行うよう配慮します。 

・清潔で快適な生活が送れるよう、適切な整容が行なわれるよう援助します。 

⑦その他、定例行事及び全員参加するレクリエーション 

 

(2)サービスについて、その内容と料金 

< サービス利用料 (1 日あたり) >(契約書第 7 条参照 ) 

下記の料金表によって、ご利用者の要介護度に応じたサービス利用料金から介護保険給

付費額を除いた金額(自己負担額)と居住費及び食事の係る合計金額をお支払い下さい。 

サービスの利用料は、ご利用者の要介護度に応じて異なります。 

 

サービス利用料金表～入居 

(ユニット型個室 )                     令和 6 年 8 月 1 日 改正  

 要介護 1 要介護 2 要介護 3 要介護 4 要介護 5 

1. 要介護度別 

サービス利用料 
6,820 円 7,530 円 8,280 円 9,010 円 9,710 円 

2. うち、介護保険から 

給付される金額 
6,138 円 6,777 円 7,452 円 8,109 円 8,739 円 

3. サービス利用に係る 

自己負担額(1－2) 
682 円 753 円 828 円 901 円 971 円 

4．居住費 

第 1 段階(生活保護受給者等) 

第 2 段階(80 万以下) 

第 3 段階①(80 万超 120 万以

下) 

  〃 ②(120 万超) 

第 4 段階(住民税課税世帯) 

 

880 円 

880 円 

1,330 円 

1,370 円 

2,066 円 

 

880 円 

880 円 

1,370 円 

1,370 円 

2,066 円 

 

880 円 

880 円 

1,370 円 

1,370 円 

2,066 円 

 

880 円 

880 円 

1,370 円 

1,370 円 

2,066 円 

 

880 円 

880 円 

1,370 円 

1,370 円 

2,066 円 

5. 食 費 

第 1 段階(生活保護受給者等) 

第 2 段階(80 万以下) 

第 3 段階①(80 万超 120 万以

下) 

  〃 ②(120 万超) 

第 4 段階(住民税課税世帯) 

 

300 円 

390 円 

650 円 

1,360 円 

1,445 円 

 

300 円 

390 円 

650 円 

1,360 円 

1,445 円 

 

300 円 

390 円 

650 円 

1,360 円 

1,445 円 

 

300 円 

390 円 

650 円 

1,360 円 

1,445 円 

 

300 円 

390 円 

650 円 

1,360 円 

1,445 円 

6. 自己負担合計(3+4+5)  

第 1 段階(生活保護受給者等) 

第 2 段階(80 万以下) 

第 3 段階①(80 万超 120 万以

下) 

  〃 ②(120 万超) 

第 4 段階(住民税課税世帯) 

0 

1,841 円 

1,931 円 

2,681 円 

3,391 円 

4,172 円 

0 

1,910 円 

2,000 円 

2,750 円 

3,460 円 

4,241 円 

0 

1,983 円 

2,073 円 

2,823 円 

3,533 円 

4,314 円 

0 

2,054 円 

2,114 円 

2,894 円 

3,604 円 

4,385 円 

0 

2,122 円 

2,212 円 

2,962 円 

3,672 円 

4,453 円 

 上記利用料金の他、該当する場合は、下記の料金が加算されます。 
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< 初期加算：30 単位/日 看護体制加算(Ⅰ)：12 単位/日 夜勤職員配置加算(Ⅰ)ロ：46 単

位/日 サービス提供体制強化加算(Ⅲ)：6 単位/日 介護職員処遇改善加算：8．3％ > 

(3)介護保険の給付対象とならないサービス(契約書第 4 条、第 5 条参照 ) 

以下のサービスは、利用料金の金額がご契約の負担となります。 

<  サ ー ビ ス の 概 要 と 利 用 料 金  >  

①使用する居室料 

ご利用者が利用するユニット型個室を提供します。 

利用料金：居室に係る料金は、居室の概要での居室料金表による。 

②食事の提供 

ご利用者の栄養状態に適した食事を提供します。 

利用料金：食事に係る料金は、料金表による。 

③特別な食事の提供 

ご契約者のご希望に基づいて特別な食事を提供します。 

利用料金：特別な食事のために要した追加の費用。 

④理髪・美容 

〔理髪サービス〕 

月に 1 回程度、理容師の出張による理髪サービス(調髪)をご利用いただけます。 

利用料金：実費となります。 

〔美容サービス〕 

月に 1 回程度、美容師の出張による美容サービス(調髪)をご利用いただけます。 

利用料金：実費となります。 

⑤貴重品の管理 

ご契約者の希望により、貴重品管理サービスを以下のとおりご利用いただけます。 

・管理する金銭の形態：預かり金 

・お預かりするもの：健康保険証、介護保険証 

・保管管理者：施設長 

・預り金の出納方法：保管管理者は出入金の都度出入金記録に記入し、その写しを 1 か

月毎にご契約者へお知らせします。 

・利用料金：1 か月当たり 1,000 円(貴重品管理サービス料) 

⑥レクリエーション、クラブ活動費 

ご利用者の希望によりレクリエーションやクラブ活動に参加していただくことができま

す。ただし、施設として提供するレクリエーションやクラブ活動については利用料金を

戴きませんが、ご利用者の選択にかかるものについては、別途材料代等の実費をいただ

く場合があります。 

⑦日常生活用費 

日常生活用品の購入代金等のご利用者の日常生活に要する費用でご契約者に負担いただ

くことが適当であるものにかかる費用を負担いただきます。 

衣服、履物、歯ブラシ等、日常生活用品の購入を代行いたします。費用としては、代金

の実費を頂きます。おむつ代は介護保険給付対象となっていますので負担の必要はあり

ません。 
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⑧契約書第 21 条に定める所定の料金 

ご契約者が、本来の契約終了後も居室を明け渡さない場合は、本来の契約終了日の翌日

から、現実に居室が明け渡された日までの期間に係る料金(1 日あたりの居住費・食事代

も含む)を、各段階での金額で徴収します。 

 

(4)利用料金のお支払い方法(契約書第 7 条参照 ) 

前期(1)(2)の料金・費用は 1 か月ごとに計算し、ご請求しますので、翌月 20 日までに

以下のいずれかの方法でお支払下さい。(1 か月に満たない期間のサービスに関する利用

料金は、利用日数に基づいて計算した金額とします。) 

◇窓口での現金支払い 

◇下記指定口座への振込 

   大地みらい信用金庫 羅臼支店 普通預金 1070651 

   (口座名) (福)優秋会 理事長 鈴木日出男 

 

(5)入所中の医療の提供について 

医療を必要とする場合は、ご契約者の希望により、下記協力医療機関において診療や入

院治療や入院治療を受けることができます。ただし、下記医療機関での優先的な診療・入

院治療を保証するものではありません。また、下記医療機関での診療・入院治療を義務づ

けるものではありません。 

①協力医療機関(協力病院) 

医療機関の名称 知床らうす国民健康保険診療所 

所  在  地 北海道目梨郡羅臼町栄町 100 番地 83 

診  療  科 内科・外科・小児科 

 

②協力歯科医療機関 

医療機関の名称 川上歯科医院 

所  在  地 北海道目梨郡羅臼町船見町 1－12 

 

 

9. 施設を退所していただく場合(契約の終了について)(契約書第 15 条参照) 

 当施設との契約では契約が終了する期日は特に定めていません。したがって、以下のよ

うな事由がない限り、継続してサービスを利用することはできますが、仮にこのような事

項に該当するに至った場合、当該施設の契約は終了し、ご利用者に退所していただくこと

になります。 

 

①要介護認定によりご利用者の心身の状況が自立または要支援と判断された場合 

②事業者が解散した場合、破産もしくはやむを得ない事由により当施設を閉鎖した

場合 

③施設の減失や重大な毀損により、ご利用者に対するサービス提供が不可能になっ

た場合 

④ご契約者から退所の申し出があった場合は(詳細は以下をご参照下さい) 
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⑤事業者から退所の申し出を行った場合(詳細は以下をご参照下さい。) 
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(1)ご契約者からの退所の申し出(中途解約・契約解除 )(契約書第 16 条、17 条参照 ) 

 契約の有効期間内であっても、ご契約者から当施設からの退所を申し出ることができま

す。その場合には、退所を希望する日の 7 日前までに解約・解除届出書をご提出下さい。 

 ただし、以下の場合には、即時に契約を解約・解除し、施設を退所することができます。 

①介護保険給付対象外サービスの利用料金の変更に同意できない場合 

②ご利用者が入院され、長期に渡り施設に戻れないとご家族等が判断した場合 

③事業者もしくはサービス従事者が正当な理由なく本契約に定める介護福祉施設サ

ービスを実施しない場合 

④事業者もしくはサービス従事者が守秘義務に違反した場合 

⑤事業者もしくはサービス従事者が故意または、過失によりご利用者の身体・財物・

信用等を傷つけ、または著しい不信行為、その他本契約を継続しがたい重大な事

情が求められる場合 

⑥他の利用者がご利用者の身体・財物・信用を傷つけた場合もしくは傷つける具体

的な恐れがある場合において、事業者が適切な対応をとらない場合 

 

(2)事業者からの申し出により退所していただく場合(契約解除 )(契約書第 18 条参照 ) 

以上の事項に該当する場合には、当施設から退所していただくことがあります。 

①ご契約者が、契約締結に際して、その心身の状況及び病歴等の重要事項について、    

故意にこれを告げず、または不実の告知を行い、その結果本契約を継続しがたい

重大な事情を生じさせた場合 

②ご契約者によるサービス利用料金の支払いが 3 か月以上遅延し、相当期間を定め

た催促にもかかわらずこれが支払われない場合 

③ご利用者が、故意または重大な過失により事業者またはサービス従業者もしくは

他の利用者等の財物・信用を傷つけ、または著しい不信行為を行うことなどによ

って、本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合 

④ご利用者の行動が他の利用者やサービス従事者の生命、身体、健康に重大な影響

を及ぼす恐れがあり、あるいはご利用者が重大な自傷行為を繰り返すなど、本契

約を継続しがたい重大な事情を生じた場合 

⑤ご利用者が連続して 3 か月を超えて病院、診療所に入院すると見込まれた場合も

しくは入院した場合 

⑥ご利用者が介護老人保健施設に入所した場合 

 

 当施設に入所中に、医療機関への入院の必要が生じた場合の対応は、以下の通りです。 

(契約書第 20 条参照 ) 

①3 か月以内の入院の場合 

当初から 3 か月以内の退院が見込まれて、実際に 3 か月以内に退院された場合は、

通院後再び施設に入所することができます。 

 しかし、入院時に予定された退院日よりも早く退院した場合など、退院時に施設

の受け入れ準備が整っていない時には、併設されている短期入所生活介護の居室等

をご利用いただく場合があります。また、料金につきましては、入院の翌日から当

該月 6 日間(当該入院が月をまたがる場合には最大 12 日間)の範囲内で実際に入院

した日数分で利用料金をご負担いただきます。 

   1 日当たり 246 円(自己負担) 
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②3 か月以内の退院が見込まれない場合 

 3 か月を超えて入院が見込まれる場合には、契約を解除する場合があります。 

 ただし、契約を解除した場合であっても 3 か月以内に退院された場合には、再び

当施設に入所できるよう努めます。しかし、当施設が満室の場合には、短期入所生

活介護(ショートステイ)を利用できるように努めます。 

 

③3 か月を超えて入院した場合 

 3 か月を超えて入院した場合には、契約を解除する場合があります。 

 この場合には、当施設に再び優先的に入所することはできません。 

 

(3)円滑な退所のための援助 (契約書第 19 条参照 ) 

 ご利用者が当施設を退所する場合には、ご契約者の希望により、事業者はご利用者の心

身の状況、置かれている環境等を勘案し、円滑な退所のために必要な以下の援助をご利用

者に対して速やかに行います。 

◇病院もしくは診療所または介護老人保健施設等の紹介 

◇居宅介護支援事業者の紹介 

◇その他保健医療サービスまたは福祉サービスの提供者の紹介 

 

 

10. 身元引受人(契約書第 23 条参照) 

(1)契約締結にあたり、身元引受人をお願いすることになります。しかしながら、ご契約者

において、社会通念上、身元引受人を立てることができないと考えられる事情がある場

合には、入所契約締結にあたって、身元引受人の必要はありません。 

 

(2)身元引受人には、これまで最も身近にいて、ご利用者のお世話をされてきたご家族やご

親族に就任していただくのが望ましいと考えておりますが、必ずしも、これらの方に限

る趣旨ではありません。 

 

(3)身元引受人は、ご契約者の利用料等の経済的な債務については、ご契約者と連携して、

その債務の履行義務を負うこととなります。また、こればかりでなく、ご利用者が医療

機関に入院する場合や当施設から退所する場合においては、その手続きを円滑に遂行す

るために必要な事務処理や費用負担などを行ったり、更には当施設と協力、連携して退

所後のご利用者の受入先を確保する等の責任を負うこととなります。 

 

(4)ご利用者が入所中に死亡した場合においては、そのご遺体や残置品(居室内に残置 

する日常生活品や身の回り品等であり、また高価品は除外します。)の引き取り等の処理

についても、身元引受人がその責任で行う必要があります。また、ご利用者が死亡され

ていない場合でも、入所契約が終了した後、当施設に残されたご利用者の残置品をご契

約者自身が引き取れない場合には、身元引受人にこれを引き取って頂く場合があります。
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これらの引き取り等の処理にかかる費用については、ご契約者または身元引受人にご負

担いただくことになります。 

 

(5)身元引受人が死亡したり破産宣告を受けた場合には、事業者は、あらたな身元引受 

人を立てていただくために、ご契約者にご協力をお願いする場合があります。 

 

(6)身元引受人は、利用料の変更、施設サービス計画の変更等については、必ずその都 

度ご通知させていただきます。 

 

 

11. 苦情の受付について(契約書第 26 条参照) 

(1)当施設における苦情の受付  

当施設における苦情・相談は以下の専用窓口で受け付けます 

○苦情受付窓口  介護職員・看護職員  受付時間 毎日(随時) 

○苦情受付担当者 生活相談員 一戸 宜子 

○第三者委員会 

(氏 名 )横岩  信子  (職名 )優 秋 会監事  

連絡先   電 話 090-3462-7618 

(氏 名 )望月  武彦  (職名 )優 秋 会評議員  

連絡先   電 話 080-8289-2925 

  

○苦情解決責任者 

  (氏名) 米 井 宏 喜 

  (職名) 施設長(管理者) 

苦情の受付窓口は受付担当者となります。また、第三者委員も直接苦情を受

け付けることができます。更に第三者委員は苦情解決を円滑に図るため、双方

への助言や話合いへの立会なども致します。苦情解決責任者は、苦情の申し出

された方と話し合いによって円満解決に努めます。 

 
(2)行政機関その他の苦情受付機関  

羅臼町役場保健福祉課 
所在地： 目梨郡羅臼町栄町 100 番地 83 

電 話： 0153－87－2161 

北海道国民健康保険団体連合会 
所在地： 札幌市中央区南 2 条西 14 丁目 

電 話： 011－231－5161 

 

 

12. 第三者による評価の実施状況 

第三者による評価の実施

状況 

□ あり 

実 施 日  

評価機関名称  

結果の開示 □ あり   □ なし 

☑ なし 
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13. サービス提供における事業者の義務(契約書第 9 条、第 10 条参照) 

 当施設は、ご契約者に対してサービスを提供するにあたって次の事を遵守します。 

①ご利用者の生命、身体、財産の安全に考慮します。 

②ご利用者の体調、健康状態からみて必要な場合には、医師または看護職員と連携

の上、ご利用者から徴取、確認します。 

③消防法などの規程に基づいて定期的に避難、救出その他必要な訓練を行います。 

④ご利用者が受けている要介護認定の有効期間の満了日の 30 日までに、要介護認定

の更新の申請のために必要な援助を行います。 

⑤ご利用者に対する身体的拘束その他行動を制限するために緊急やむを得ない場合

には、記録に記載するなどして、適正な手続きにより身体等を拘束する場合があ

ります。 

⑥事業者及びサービス従事者または従業員は、サービスを提供するにあたって知り

得たご利用者またはその家族に関する事項を正当な理由なく、第三者に漏洩しま

せん(守秘義務)。ただし、ご利用者に医療上の必要がある場合には、医療機関等

にご利用者の心身等の情報を提供します。また、ご利用者の円滑な退所のために

援助を行う際に情報提供を必要とする場合には、ご契約者の同意を得て行います。 

 

 

14. 施設利用の留意事項  

当施設のご利用にあたって、施設に入所されているご契約者の共同生活の場として快適

性、安全性を確保するため、下記の事項をお守り下さい。 

(1)面会 

来訪者は、必ずその都度玄関に置いてある面会カードにご記入して下さい。 

 

(2)外出・外泊 (契約書第 24 条参照 ) 

外泊・外出される場合は、なるべく 2 日までに届け出て下さい。ただし、緊急やむを得

ない事情を除きます。また、緊急連絡先をお知らせください。 

 

(3)食事 

食事が不要な場合は、前日までにお申し出下さい。前日までにお申し出があった場合に

は、「サービス利用料表」に定める「食事にかかる自己負担額」は徴収致しません。 

 

(4)施設・整備の使用上の注意(契約書 11 条参照 ) 

・居室及び共同施設、敷地をその本来の用途に従って利用して下さい。 

・故意に、施設、整備を壊したり、汚したりした場合には、ご契約者に相当の代価をお

支払いいただく場合があります。 

・ご利用者に対するサービスの実施及び安全衛生等の管理上、必要があると認められる

場合はご利用者の居室内に立ち入り、必要な措置を取ることができるものとします。

ただし、その場合、ご本人のプライバシー等の保護について、十分な配慮を行います。 

・当施設の職員や他の入所者に対し、迷惑を及ぼすような宗教活動、政治活動、営利活
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動等を行うことはできません。 

 

 

15. 事故発生時の対応について  

事故が発生した場合には、ご契約者やその家族に対し速やかに状況を報告、説明し、そ

の被害の拡大防止を図るなど必要な措置を講じます。 

 

 

16. 損害賠償について(契約書第 13 条参照) 

(1)当施設において、事業者の責任によりご利用者に生じた損害については、事業者は速や

かにその損害を賠償いたします。ただし、その損害の発生について、ご利用者側に故意

または過失が認められる場合においてご利用者の置かれた心身の状況を斟酌して相当と

認められるときには、事業者の損害賠償責任を減じる場合があります。 

 

(2)事業者は、自己の責に帰すべき事由がない限り、損害責任を負いません。とりわけ以下

の各号に該当する場合には、事業者は損害賠償責任を免れます。 

①契約者(その家族、身元引受人等も含む)が、サービスの実施にあたって必要な事項に

関する聴取・確認に対して故意にこれを告げず、または不実の告知を行ったことにも

っぱら起因して損害が発生した場合 

②ご利用者の急激な体調の変化等、事業者の実施したサービスを原因としない事由にも

っぱら起因して損害が発生した場合 

③ご利用者が、事業者もしくはサービス従事者の指示等に反して行った行為にもっぱら

起因して損害が発生した場合 

 

 

17. 虐待防止の取り組みについて  

(1)当施設では、利用者の尊厳を守り、安全で安心して生活できるよう努めています。 

(2)高齢者虐待防止法に基づき、職員による虐待防止のための委員会を設置し、全職員への

研修を定期的に実施しています。 

(3)虐待が疑われる事案を発見した場合には、管理者への報告および町・関係機関への通報

を行います。また、利用者および家族からの相談を受け付ける体制を整えており、通報

や相談により利用者・家族が不利益を受けることはありません。 

(4)当施設は、サービス提供中に当該施設職員または養護者(入所者の家族等高齢者を現に

養護する者)による虐待を受けたと思われる入所者を発見した場合は、速やかに、これを

羅臼町保健福祉課に通報するものとします。 

 

18. 利用者及び家族等によるハラスメントへの対応について 

当施設では、入所者の尊厳ある生活を支援するとともに、職員が安全かつ安心して介護サ

ービスを提供できる環境を確保するため、利用者、家族、身元引受人、代理人その他の関

係者によるハラスメントの防止に取り組みます。 
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次のような行為は、カスタマーハラスメントに該当する場合があります。 

（1）職員に対する暴行、傷害、物を投げる行為、物を壊す行為その他の身体的な攻撃 

（2）大声による威嚇、脅迫、暴言、侮辱、人格を否定する発言、差別的な発言その他の精 

神的な攻撃 

（3）職員の身体に不必要に触れる行為、性的な発言、性的関係の要求その他のセクシュア

ルハラスメント 

（4）長時間又は繰り返し行われる電話、面談、叱責、居座りその他職員を拘束する行為 

（5）介護保険制度、利用契約又は社会通念上相当と認められる範囲を超えたサービス、謝

罪、金品、職員の処分等を要求する行為 

（6）職員個人の住所、電話番号その他の個人情報を聞き出そうとする行為又は私的な関係

を求める行為 

（7）職員又は施設を誹謗中傷する内容を、文書、電話、電子メール、SNS、インターネッ

ト等で発信又は拡散する行為 

（8）職員個人を特定できる写真、映像又は音声等を、正当な理由なく撮影、録音、公開又

は拡散する行為 

（9）施設からの退去又は行為の中止の要請に応じず、施設の運営、他の入所者へのサービ

ス提供又は職員の業務に著しい支障を及ぼす行為 

（10）その他、要求の内容又はその実現を求める手段及び態様が社会通念上不相当であり、

職員の就業環境又は施設の運営を害する行為 

 

これらの行為が確認された場合、当施設は、事実関係を確認した上で、行為の中止又は改

善を求めます。また、必要に応じて、対応窓口や連絡方法の指定、複数職員による対応、

面会方法の変更又は制限、施設内への立入りの制限、警察、行政機関、弁護士その他の関

係機関への相談等の措置を講じることがあります。 

 

生命、身体又は財産に危険が及ぶおそれがある場合、又は犯罪に該当する可能性がある場

合は、職員及び他の入所者の安全を確保するため、警察への通報その他必要な措置を直ち

に講じることがあります。 

重大なハラスメント行為が行われた場合、又は施設が繰り返し改善を求めても行為が継続

し、安全かつ適切なサービスの提供や信頼関係の維持が著しく困難となった場合は、関係

機関と協議し、利用契約に定める手続に従って、利用契約の見直し又は解除を検討するこ

とがあります。ただし、入所者及び家族等が、施設のサービスについて正当な意見、要望、

相談又は苦情を申し出ることを妨げるものではありません。施設は、正当な申出に対して

誠実に対応します。 

また、認知症、疾病、障害その他の心身の状態に起因すると考えられる入所者本人の言動

については、一律にハラスメントと判断しません。本人の心身の状態や行為の背景を確認

し、ケア方法及び生活環境の見直し、医療機関との連携その他必要な支援を検討します。

ただし、職員又は他の入所者の安全確保が必要な場合は、個別の状況に応じて適切な措置

を講じます。 
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(説明し契約した日時及び場所：令和  年  月  日  時  分より     にて) 

指定介護老人福祉施設サービスの提供に際し、本書面に基づき重要事項説明書に記

載する重要事項の説明を行いました。 

 

事 業 者 地域密着型小規模特別養護老人ホーム「ふくろうの郷」 

       施 設 長   米 井 宏 喜    ㊞ 

 

説明者職名  施設長   

氏   名  米 井 宏 喜     ㊞ 

 

 

 

 私達は、本書面に基づいて事業者から重要事項の説明を受け、指定介護老人福祉施設 

サービスの提供開始に同意しました。 

 

   契 約 者  住 所  目梨郡羅臼町 

氏 名                ㊞ 

 

   身元引受人 (契約者との関係：        ) 

住 所 

          氏 名               ㊞ 

 

(原則としてご家族の方とします。ご家族どうしても身元引受人となれない場合は、立会人として、

ご家族の立会を求めることになります。) 

 

 

私は、契約者が事業者から重要事項の説明を受け、指定介護老人福祉サービスの提供

開始に同意したことを確認しましたので、私が契約者に代わって署名を代行いたしま

す。      

 

署名代行者 (契約者との関係：         ) 

住 所  目梨郡羅臼町 

          氏 名               ㊞ 

   立 会 人 (契約者との関係：         ) 

住 所 

          氏 名               ㊞ 

(身元引受人が利用者の家族でない場合には、この立会人は家族の方になって頂きます) 

 


